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＜参考資料12＞
運輸部門のCO2排出原単位

ＣＯ２排出原単位　→　自家用トラックと比較して優等生　
↓

自家用トラックの約７分の１
自営転換は、「京都議定書目標達成計画」においても重要な取り組みに位置づけ
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＜参考資料11＞
運輸部門CO2の排出量の推移
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運輸部門のＣＯ２排出量は、自家用乗用車部門の増加を背景に１９９０年度比で増加しているが、トラッ
クについては省エネ努力や自営転換の促進を背景として△１７．１％と大幅な削減を達成し、運輸部門の
京都議定書目標達成計画の上位目標の達成に寄与している。
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＜参考資料13＞

平成２０年３月２８日
閣議決定（全部改定）

京都議定書目標達成計画（抄）

第３章　目標達成のための対策と施策
第２節　地球温暖化対策及び施策
１．温室効果ガスの排出削減、吸収等に関する対策・施策
（１）温室効果ガスの排出削減対策・施策
　①エネルギー起源二酸化炭素

イ．部門別（産業・民生・運輸等）の対策・施策
○産業界の民生・運輸部門における取組
　産業界は、素材等の軽量化・高機能化、エネルギー効率の高い
製品の提供、自家用トラックから営業用トラックへの転換・モー
ダルシフト等を通じた物流の効率化等を通じて民生・運輸部門の
省CO2 化に貢献する。（中略）

○モーダルシフト、トラック輸送の効率化等の推進
　トラック輸送についても一層の効率化を推進する。このため、
自家用トラックから営業トラックへの転換 （中略）を推進する。
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＜参考資料14＞
トラックの輸送トンキロ・CO2排出量の推移

出所：自動車輸送統計年報より作成

出所：温室効果ガスインベントリ
「日本の温室効果ガス排出量データ」より作成

自家用トラックから輸送効率のいい営業用トラックへ（自営転換）

トラック全体のＣＯ２排出量　１９９０年度比　→　１６００万トン減少　

営業用トラック（1,361千台）は、自家用トラック（6,513千台）の約５分の１の車両で、自家用トラッ
クの約７倍（営業用2,932億トンキロ、自家用414億トンキロ）の貨物輸送を行っており、結果、実働１
日１車当たりトンキロ（貨物を運んだ重量に距離をかけた数値）では、自家用トラックの実に約28倍
（営業用998.40トンキロ、自家用35.16トンキロ）の輸送効率を実現している。
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＜参考資料15＞
燃料税と地球温暖化対策税

民主党マニフェスト（2009年7月）（第45回衆議院総選挙）

政府税制改正大綱（2009年12月）

11 検討事項〔国税・地方税共通〕

◎CO2排出量（2009年度）

◎エネルギー関連税収額（2009年度）

全体の7.3％

全体の28.0％

うち　トラックCO2排出量

うち　トラック納税額〔軽油引取税等〕

単位＝百万トン

単位＝億円

出所：環境省資料より作成

出所：エネルギー関連税収額：財務総合政策研究所資料より作成
トラック納税額：自動車輸送統計年報（21年度分）より推計

・�ガソリン税、軽油引取税、自動車重量税、自動車取得税の暫定税率は廃止して、２．５兆円
の減税を実施する。
・�将来的には、ガソリン税、軽油引取税は「地球温暖化対策税（仮称）」として一本化、自動
車重量税は自動車税と一本化、 自動車取得税は消費税との二重課税回避の観点から廃止す
る。
・�地球温暖化対策税の導入を検討する。その際、地方財政に配慮しつつ、特定の産業に過度の
負担とならないように留意した制度設計を行う。

・�地球温暖化対策のための税について、今回、当分の間として措置される税率の見直しを含
め、平成23年度実施に向けて成案を得るべく更に検討を進めます。
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航空機燃料税、石油石炭税、電源開発
促進税、軽油引取税
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＜参考資料16＞
売上げ高物流コスト比率の推移（全産業・製造業）
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出所：㈳日本ロジスティクスシステム協会／2010年度物流コスト調査報告書より
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＜参考資料17＞
車両価格と物価指数の推移

・�平成元年以降、物価指数（1→1.10）、国産大衆車（1→1.38）であるが、大型トラッ
クの価格は新長期規制（平成17年排ガス規制）に　シフトし、およそ２倍となった
（1→1.98）
・�新たな排ガス規制（ポスト新長期規制）の大型トラックが２０１０年より発売されて
いるが、更に価格が上昇している（1→2.12） 

出所
車両価格指数：自動車価格月報（㈲オートガイド）、日野自動車ＨＰより作成、トヨタ自動車HPより作成
消費者物価指数：総務省統計局ＨＰ　
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＜参考資料18＞
中小企業の法人税率

民主党政権政策マニフェスト  2009年7月

３５．中小企業向けの減税を実施する
　○中小企業向けの法人税率を現在の18％から11％に引き下げる。

平成22年度税制改正大綱  2010年12月

４．法人課税
（１）法人税制
法人税の税率を次のとおり引き下げ、法人の平成23年４月１日以後に開
始する事業年度について適用します。

現　　行 改　正　案

年800万円以下 年800万円以下

普通法人 30％ − 25.5％

中小法人 30％ 22％（18％）※１ 25.5％ 19％（15％）※2

※１  �カッコ内は、租税特別措置法により平成21年４月１日から平成23年３月31日までの間に終了する事業年度に適用されています。
※２  �カッコ内は、租税特別措置法により平成23年４月１日から平成26年３月31日までの間に開始する事業年度に適用します。

（２）中小企業税制
中小法人の軽減税率について、特例による税率を15％（現行18％）に引
き下げた上、平成23年４月１日から平成26年３月31日までの間に開始す
る事業年度について適用するとともに、本則税率を19％（現行22％）に
引き下げます。

《参考》現行制度
大法人（資本金１億円超の法人） 所得区分なし ３０％

中小法人（資本金１億円以下の法人）
年８００万円超の所得部分   ３０％

年８００万円以下の所得部分 １８％*

協同組合等
年８００万円超の所得部分 ２２％

年８００万円以下の所得部分 １８％*
※適用期限：平成 24年 3月 31日までに終了する事業年度




